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第１部　子ども・若者の現状

子ども・若者の安全と問題行動
第１節 子ども・若者の安全
１ 不慮の事故
子ども・若者の不慮の事故による死亡数は，

平成元年をピークに減少傾向。
厚生労働省「人口動態統計」によると，平成

２１年に不慮の事故により死亡した子ども・若者
（０～２９歳）の数は２０３４人となっており，２０～
２４歳が５６８人と最も多くなっている（第１―３―１

表）。また，年次推移をみると，平成元年を
ピークに減少傾向が続いている（第１―３―１図）。
不慮の事故の内訳では，乳児以外では交通事

故が最も多くなっている。乳児では食物を詰ま
らせて，あるいはベッドの中等での不慮の窒息
死が最も多い。

区 分 計（０～２９歳） ０～４歳 ５～９歳 １０～１４歳 １５～１９歳 ２０～２４歳 ２５～２９歳

不慮の事故
男 １，４８９ １６４ ９５ ６１ ３４８ ４５２ ３６９
女 ５４５ １０８ ４３ ３１ １０９ １１６ １３８
計 ２，０３４ ２７２ １３８ ９２ ４５７ ５６８ ５０７

交通事故
男 ８１５ ２９ ３９ １９ ２４０ ３０２ １８６
女 ２３３ ２５ ２４ １３ ７４ ５９ ３８
計 １，０４８ ５４ ６３ ３２ ３１４ ３６１ ２２４

転倒・転落
男 １１７ １８ ５ ５ １８ ３１ ４０
女 ６３ ７ ２ ５ １２ ９ ２８
計 １８０ ２５ ７ １０ ３０ ４０ ６８

不慮の溺死及び溺水
男 ２３４ ３２ ３８ ２１ ５１ ５０ ４２
女 ７４ １６ ８ ８ ８ １１ ２３
計 ３０８ ４８ ４６ ２９ ５９ ６１ ６５

不慮の窒息
男 １１４ ６２ ８ ７ ６ １７ １４
女 ６３ ４２ ５ ３ ３ ２ ８
計 １７７ １０４ １３ １０ ９ １９ ２２

第１―３―１表 年齢階級・性別不慮の事故による死亡数（平成２１年）
（人）

（注）ここにおける交通事故死者数は，発生の場所の如何を問わず自動車等（船舶及び航空機を含む）が関与した交通事故により，１年以内に死亡した
者の数をいう。

資料：厚生労働省「人口動態統計」

第１―３―１図 子ども・若者の不慮の事故による死亡数の推移
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２ 交通事故
子ども・若者の交通事故死者数・負傷者数

は，減少傾向。
平成２２年の交通事故による子ども・若者（本

項においては２５歳未満の者をいう。）の死者数
は５８０人で，前年に比べ５０人（７．９％）減少し，
負傷者数は２１万２１８０人で，前年に比べ７９５５人
（３．６％）減少した（第１―３―２図，第１―３―３図）。

次に，平成２２年の交通事故による子ども・若
者死者数を年齢層別・状態別にみると，６歳以
下では自動車乗車中及び歩行中が，７～１２歳で
は歩行中が，１３～１５歳では自動車乗車中及び自
転車乗用中が，１６～１９歳と２０～２４歳では自動車
乗車中及び二輪車乗車中がそれぞれ多くなって
いる（第１―３―４図）。

第１―３―２図 年齢層別交通事故死者数の推移

第１―３―３図 年齢層別交通事故負傷者数の推移
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（注）二輪車は自動二輪車及び原付自転車をいう。 
資料：警察庁調べ
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３ 学校等の管理下における災害
医療費の給付率は，中学校，高等学校（全日

制），小学校の順に高い。
学校等の管理下（各教科・特別活動等の授業

中，課外指導中，休憩時間中，登下校中等）に
おける児童生徒等の災害（負傷，疾病，障害又
は死亡）について行われた独立行政法人日本ス
ポーツ振興センターの災害共済給付（医療費，

障害見舞金又は死亡見舞金の支給）の平成２１年
度の状況をみると，医療費の給付率では，中学
校（２０．３％），高等学校（全日制１６．６％），小学
校（９．６％）の順に高くなっている（第１―３―６図）。
障害見舞金及び死亡見舞金の件数では，高等

学校（全日制）が最も高い。
また，過去５年間をみてみると，高等学校で

給付率が増加傾向にある。

第１―３―４図 年齢層別・状態別交通事故死者数（平成２２年）

第１―３―５図 年齢層別・状態別交通事故負傷者数（平成２２年）
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（注）1　給付率（％）=給付件数÷（加入者数－要保護児童生徒数）×100
　　　2　高等学校は全日制のみの数値である。
資料：（独）日本スポーツ振興センター調べ
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平成 12

22.522.5

13

22.422.4
21.721.7

20.920.920.9
20.120.1 19.519.5

18.618.6
17.917.9

17.317.3 16.816.816.8 16.216.216.2

18,89918,89918,899

14 15 16 17 18 19 20 21 22 （年）
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

30 歳未満
死傷者に占める30歳未満の割合

４ 労働災害
全死傷者数に占める若者の割合は，緩やかな

減少が続いている。
平成２２年に発生した労働災害による休業４日

以上の死傷者数は，１１万６７３３人である。

このうち満３０歳未満の労働者の死傷者数は１
万８８９９人で，全死傷者数の１６．２％となってお
り，全死傷者数に占める割合を年次推移でみる
と，緩やかな減少が続いている（第１―３―７図）。

第１―３―６図 学校種別医療費（負傷・疾病）の給付率の推移

第１―３―７図 若者の死傷災害発生状況（死亡及び休業４日以上）の推移


